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第第第第12回回回回アフリカアフリカアフリカアフリカ産業戦略勉強会産業戦略勉強会産業戦略勉強会産業戦略勉強会
「BOPビジネスの具体化に向けて：BOPビジネス・オーガナイザー」の役割と意義を考える」

BOPビジネスに関するJICAの取り組み

民間連携室民間連携室民間連携室民間連携室連携推進課連携推進課連携推進課連携推進課
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◆◆◆◆制度目的

開発途上国の貧困層(Base of the Pyramid: BOP層)が抱える開発課題の改善

に資するビジネス（「BOPビジネス」）に取り組もうとする日本企業等との連

携により、ビジネスビジネスビジネスビジネスのののの持続性持続性持続性持続性と公益性公益性公益性公益性を高め、もって途上国の貧困削減貧困削減貧困削減貧困削減をををを始始始始めめめめ

とするとするとするとする国連国連国連国連ミレニアムミレニアムミレニアムミレニアム開発目標開発目標開発目標開発目標（（（（MDGsMDGsMDGsMDGs））））やややや経済社会開発経済社会開発経済社会開発経済社会開発へのへのへのへの貢献貢献貢献貢献をををを促進促進促進促進するこ

とを目的とする。
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■■■■BOPビジネスビジネスビジネスビジネスとのとのとのとの連携連携連携連携のためののためののためののためのFS支援制度支援制度支援制度支援制度
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◆◆◆◆制度概要制度概要制度概要制度概要

①①①①調査対象調査対象調査対象調査対象
以下に合致する提案を公募により選定

（（（（イイイイ））））対象国対象国対象国対象国

当面JICA在外事務所所在国とする

((((ロロロロ））））事業分野及事業分野及事業分野及事業分野及びびびび開発課題開発課題開発課題開発課題とのとのとのとの関係関係関係関係

・MDGsをはじめ開発課題の改善に資する事業
・JICA事業との連携により更なる開発効果がのぞめる事業

（（（（ハハハハ））））調査実施者調査実施者調査実施者調査実施者((((提案者提案者提案者提案者)=BOP)=BOP)=BOP)=BOPビジネスビジネスビジネスビジネス実施実施実施実施主体主体主体主体
本制度による調査実施後、主たる事業者として実際に
当該BOPビジネスへの投資が予定されていること
（当面日本法人に限る）

（（（（ニニニニ））））事業事業事業事業フェーズフェーズフェーズフェーズ

MMMMillenium
DDDDevelopment
GGGGoals

事業事業事業事業
拡張拡張拡張拡張

事業事業事業事業
実施実施実施実施

ビジネスビジネスビジネスビジネス
プランプランプランプラン策定策定策定策定

ビジネスモデルビジネスモデルビジネスモデルビジネスモデル
開発開発開発開発フェーズフェーズフェーズフェーズ

調査研究調査研究調査研究調査研究フェーズフェーズフェーズフェーズ
(情報収集情報収集情報収集情報収集/市場調査等市場調査等市場調査等市場調査等)

本制度本制度本制度本制度のののの対象範囲対象範囲対象範囲対象範囲

■■■■BOPビジネスビジネスビジネスビジネスとのとのとのとの連携連携連携連携のためののためののためののためのFS支援制度支援制度支援制度支援制度
（（（（続続続続きききき））））
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②②②②調査調査調査調査のののの範囲範囲範囲範囲
事業計画の立案のために必要な事項全般が調査範囲。

＜＜＜＜想定想定想定想定されるされるされるされる主主主主なななな調査項目調査項目調査項目調査項目＞＞＞＞
・投資環境・ビジネス環境（各種政策・制度、インフラ、関連施設等）
・事業計画（原材料・資機材調達、要員計画、流通、技術、環境・社会配慮、

許認可取得手続、財務等の計画策定、調査に必要な人材育成・
技術移転を含む）

・事業化により改善されるべき開発課題に関する状況
・BOPビジネスと連携して行うべきJICA事業の内容に係る提案

③③③③調査調査調査調査のののの規模規模規模規模
・調査金額：1件５千万円上限（原則）
・調査期間：最大３年間程度。
・募 集：年2回の公募

■■■■BOPビジネスビジネスビジネスビジネスとのとのとのとの連携連携連携連携のためののためののためののためのFS支援制度支援制度支援制度支援制度
（（（（続続続続きききき））））
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■■■■初回公募初回公募初回公募初回公募：：：：応募案件応募案件応募案件応募案件のののの傾向傾向傾向傾向
第１回公募（８月６日公示、10月25日締切）に関し、124社（関心表明時は198法人）から92件の提案書提出を受けた。

１１１１．．．．地域別地域別地域別地域別 ３３３３．．．．分野別分野別分野別分野別

２２２２．．．．国別国別国別国別 ４４４４．．．．提案法人業種別提案法人業種別提案法人業種別提案法人業種別
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１１１１．．．．地域別地域別地域別地域別 ３３３３．．．．分野別分野別分野別分野別

２２２２．．．．国別国別国別国別
４４４４．．．．仮採択法人業種別仮採択法人業種別仮採択法人業種別仮採択法人業種別
（代表法人以外の共同提案法人含む）

製造業, 11

サービス, 9

コンサルタン
ト, 6

商社, 2

建築, 2

NPO・団体, 2

大学, 1

農村開発, 7

水資源, 5

エネルギー, 3

保健, 2

教育, 2

産業開発, 1

3 3

2 2 2 2

1 1 1 1 1 1

0

1

2

3

4

イ
ン
ド

ガ
ー
ナ

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

ケ
ニ
ア

タ
ン
ザ
ニ
ア

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

カ
ン
ボ
ジ
ア

ベ
ト
ナ
ム

ス
リ
ラ
ン
カ

モ
ザ
ン
ビ
ー
ク

ル
ワ
ン
ダ

セ
ネ
ガ
ル

東南アジア,
4

南アジア, 6

アフリカ, 10

■■■■初回公募初回公募初回公募初回公募：：：：採択案件採択案件採択案件採択案件のののの傾向傾向傾向傾向
提案を受けた92件から、20件を選定済（12月28日発表）
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国名国名国名国名 提案法人提案法人提案法人提案法人 共同企業体名共同企業体名共同企業体名共同企業体名 案件名案件名案件名案件名

1
インドネシア エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社
BOP向けハイブリッド型教育ビジネスに係る調査

2
インドネシア 住友金属工業株式会社 住友林業株式会社 インドネシア泥炭湿地地域における土壌酸化等による荒廃地・低生産性農地を対象とし

た製鋼スラグ土壌改良剤販売ビジネスの可能性調査

3
カンボジア ARUN合同会社 社会的投資によるBOPビジネスの成長促進の可能性に関する調査研究

4
ベトナム 株式会社アースノート 株式会社大和総研 バイオエタノール生産事業に係る実行可能性調査

5
ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ 株式会社天水研究所 株式会社パデコ マイクロクレジットシステムを取り入れた雨水タンクソーシャルビジネス実現可能性調査

6
ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ 株式会社PEARカーボンオ

フセット・イニシアティブ
株式会社エネルギー環境研
究所、株式会社アルセド

Grameen Shaktiと協同したバングラデシュ農村でのエネルギー・マイクロユーティリティー
展開CDM事業調査

7
インド 四国化成工業株式会社 学校法人早稲田大学 安全な飲料水の供給と現地サプライチェーンの確立による貧困削減ビジネスの事業化検

証調査

8
インド 伊藤忠商事株式会社 インド貧困削減のための水質浄化プロジェクト

9
インド コクヨS&T株式会社 株式会社チェンジ BOP層の収益創出に貢献するステーショナリー製品の事業化

10
スリランカ 豊田通商株式会社 未給水地域における水供給事業の検討

11
ケニア 三洋電機株式会社 ソーラーランタンBOPビジネス適合調査

12
ケニア 住友化学株式会社 ケニア共和国における長期残効性防虫ネット製品の貧困層向けビジネスモデル構築のた

めの事前調査

13
タンザニア 日本ジャトロファ株式会社 タンザニアにおけるジャトロファBOPビジネス調査

14
タンザニア 日永インターナショナル株式

会社
株式会社パンテル・インター
ナショナル

家庭・小規模事業向け簡易固形燃料製造事業化現地調査

15
ルワンダ 株式会社オーガニック・ソ

リューションズ・ジャパン
ルワンダ共和国の農業と公衆衛生を対象とした微生物資材ビジネスにおける協力準備調
査

16
モザンビーク 日本資源エネルギー開発株

式会社
社団法人アフリカ開発協
会、株式会社建設技術セン

モザンビークにおける燃料転換BOPビジネス

17
ガーナ 株式会社ソニーコンピュータ

サイエンス研究所
ソニー株式会社 無電化地域のオフグリッド電化に関するF/S調査

18
ガーナ 味の素株式会社 離乳期栄養強化食品事業化F/S調査

19
ガーナ 特定非営利活動法人 道普

請人
株式会社パデコ、株式会社
国際開発アソシエイツ

日本発「土のう」による農村道路整備ビジネス

20
セネガル ヤマハ発動機株式会社 システム科学コンサルタンツ

株式会社
西アフリカにおける浄水装置を用いた村落給水事業実証調査

■■■■採択案件一覧採択案件一覧採択案件一覧採択案件一覧
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プレスリリース（2010年12月28日）

BOPビジネスビジネスビジネスビジネス調査調査調査調査でででで20件件件件のののの採択採択採択採択をををを決定決定決定決定
～～～～ アジアアジアアジアアジア、、、、アフリカアフリカアフリカアフリカにおけるにおけるにおけるにおけるBOPビジネスビジネスビジネスビジネスのののの事業開発事業開発事業開発事業開発をををを支援支援支援支援 ～～～～

国際協力機構（JICA）は、企業等が行うBOP（Base of the Pyramid）ビジネスとの連携を促進するため、事前調査を
支援する枠組み「協力準備調査（BOPビジネス連携促進）を今年度より開始し、このたび、2010年8月6日に行った初回の
公示分につき、20件の採択案件を決定しました（別表：採択案件一覧表参照）。BOPビジネスとの連携を通じ、JICAが目指
す開発途上国の貧困層が抱える課題の解決に寄与することが期待されます。

本調査制度は、開発課題の解決に資するBOPビジネスの実施を検討している企業やNGO等からの提案を公示により
募り、JICAが選定した案件の提案法人に調査を委託するもので、調査の費用はJICAが最大5,000万円まで負担します。今
回の公示に対しては、198に上る法人より関心表明が寄せられ、うち124法人より92件の提案があるなど、非常に高い注目
が寄せられました。BOPビジネスにより期待される貧困削減等の開発効果、事業化の可能性や現地コミュニティへの配慮等
の観点からJICAが評価を行い、採択案件を選定しました。

今回92件の提案の応募者の構成は、メーカー、開発コンサルタント、サービス業等を中心に民間企業が91％、
NGO/NPO等団体が7％であり、少数ながら地方自治体（1％）、大学（1％）からの応募もありました。また、提案事業の対象
地域については、東南アジア（42％）、南アジア（30％）に次いでアフリカ（20%）が、分野については水、農業・農村開発、保
健、代替エネルギーなどの開発課題の解決を目指す提案が寄せられました。

BOPビジネスは、Inclusive Businessとも呼ばれ、援助機関だけでは達成できない開発途上国の課題解決を、企業が
ビジネスの原理を活かして行う新たなアプローチとして注目を集めており、各国の援助機関や国際機関も、近年BOPビジネ
スとの連携を積極的に推進しています。JICAにおいてもJICAのビジョンである「全ての人々が恩恵を受ける、ダイナミックな
開発（Inclusive and Dynamic Development）」や、その推進のための重要戦略の一つである「開発パートナーシップの
推進」に合致する施策として、本調査制度を位置付けています。さらに、本制度により、我が国企業が強みを活かしつつ開発
途上国における事業展開を促進していくことも期待されます。

JICAは、今後も開発途上国の課題解決への貢献と企業等が行うBOPビジネスとの両立を通じた、開発途上国・民間
セクター・ODAのWin-Win-Winの官民パートナーシップ関係の構築を進め、より効果的で効率的な援助を目指して
活動していきます。

≪関連リンク≫BOPビジネスとの連携（http://www.jica.go.jp/priv_partner/BOP/index.html）

≪≪≪≪参考参考参考参考≫≫≫≫


